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2050年カーボンニュートラルに世界各国が走り出している

2050年までのカーボンニュートラルにコミット：

123カ国・1地域※
※２ヶ国が既にネットゼロを達成、５ヶ国が法律制定済、EUと３ヶ国は法案提出済、12ヶ国が政府文書に記載

中期目標 長期目標

日本 2030年度までに26%削減（2013年度比） 2050年カーボンニュートラル
（臨時国会における菅総理の所信表明演説）

EU
2030年少なくとも▲55%（1990年比）
※欧州理事会（12月10・11日）合意

※2013年比▲44%相当

2050年カーボンニュートラル
※複数の前提を置いた８つのシナリオを分析

英国 2030年までに少なくとも▲68％（1990年比）
※2013年比▲55.2％相当

2050年少なくとも▲100％（1990年比）
※一定の前提を置いた３つのシナリオを提示

米国 パリ協定離脱

→ バイデン次期大統領は2050年までのGHG排出ネットゼロを表明

中国
2030年までに排出量を削減に転じさせる、

GDPあたりCO2排出量を2005年比65%超削減
（前者は今年の国連総会、後者は気候野心サミット2020で習
主席が表明）

2060年カーボンニュートラル

（今年の国連総会で習主席が表明）

別紙２
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■我が国の化石燃料の輸入総額：約17兆円（2019年）
９割の自治体で、エネルギー収支が赤字。

■地方部ほど再エネ導入ポテンシャルは高く、再エネの地産地消を強化し、

収支黒字化＆ゼロカーボン実現へ

2050年ゼロカーボンを目指す自治体は1年で４倍
日本の再エネポテンシャルは豊富

2050年までにゼロカーボン実現することを
目指すと宣言した自治体
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自治体人口・数の推移

再生可能エネルギーの導入ポテンシャル
（市町村別）

出典：環境省（「令和元年版環境白書」を一部修正）
※再エネポテンシャルからエネルギー消費量を差し引いたもの。実際に導入する
には、技術や採算性などの課題があり、導入可能量とは異なる。

※今後の省エネの効果は考慮していない。
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地域内の再エネ供給力がエネ
ルギー需要を上回り、地域外
に再エネを販売できる地域

域内の再エネで地域内のエネ
ルギー需要をほぼ自給できる
地域

域内の需要が再エネ供給力を
上回り、再エネを他地域から
購入する必要がある地域


